
強度行動障害支援プロ ジェ ク ト チームの活動報告 

【 テーマ】 福祉分野の人材育成と 支援ニーズの整理及びその取組について 

 

1 . 背景 

第 7 期障害福祉計画、 第 3 期障害児福祉計画にかかる 基本方針において、 令和 8 年度末ま でに「 強度行動障

害を 有する 者に関し 、 各市町村又は圏域において支援ニーズを 把握し 、 支援体制の整備を 進める こ と 」 が明示さ

れた。  

こ れを 踏ま え、 地域生活支援部会の取り 組みと し て、 静岡市障害者自立支援協議会部会等設置要綱の第 8 条に

基づき 、 第 1 回自立支援協議会（ 令和 6 年 7 月 2 6 日） にて強度行動障害支援のプロ ジェ ク ト の設置承認を 経

て、 活動を 開始し た。  

 

2 ． 取り 組み 

【 令和 6 年度： 人材育成の課題（ P T のま と め）】  

（ １ ） 人材育成のイ メ ージを 作成 

 →経験年数に合わせた段階的な人材育成研修（ 専門性やス キル） を イ メ ージ  

（ ２ ） 強度行動障害者支援を 行う チーム に必要な知識の整理 

 

【 令和７ 年度： 実態調査】  

（ １ ） アン ケート 調査について （ 期間： 6 /9 ～6 /3 0  回答数： ２ ７ ６ 人）  

 支援の属人化と バラ つき ： 多く の現場で支援が個人の知識やス キルに依存し ており 、 マニュ アルの形骸

化や教え方のバラ つき が見ら れる  

 チーム 支援の困難さ ： 強度行動障害の状態にある 人の支援には統一さ れた支援が不可欠だが、 多忙によ

り 研修時間が確保でき ない、 外部研修の学びを 組織内で共有・ 実践する 環境が不足し ている など の課題

がある 事がわかっ た 

（ 2 ） ヒ アリ ン グ調査について（ 期間： 8 月～9 月 対象事業所数： 2 0 事業所）  

 ヒ アリ ン グ回答の傾向 

新任職員は OJ T で知的障害や自閉症のこ と を 学ぶこ と が事業所で共通の認識であ る こ と が伺えた。  

国は、 強度行動障害支援者養成研修（ 以後、 養成研修と 記載） は実務経験がない職員でも 受講でき る よ う

な内容にし ている が、 静岡市内の福祉事業所では、 ある 程度の経験を 積んだ職員を 受講さ せる 傾向がみら

れる 。 ま た、 養成研修を 受講し た職員がいても 、「 チーム と し て一貫し た支援」 に課題を 抱えている 傾向も

確認でき た 

 

3 ． 課題及び対応する 支援体制について提案 

 強度行動障害の状態にある 人への支援は、 特別な支援ではなく 「 標準的支援（ ※1 ）」 であり 、 個人対応ではな

く 、 人材育成と チーム支援体制の構築を 中核と する こ と が重要である 。 そのためにこ れま でを 踏ま えて、 下記の

よ う な提案を する  

※1 …標準的支援： 障害特性を 踏ま えた機能的アセス メ ン ト （ ※2 ） を 行い、 強度行動障害を 引き 起こ し ている

環境を 調整する 支援 

※2 …機能的アセス メ ン ト ： 課題と なっ ている 行動がど のよ う な意味（ 機能） を 持っ ている か調べる  

 

 ポイ ン ト 1 ： 予防的支援の拡大と 共通理解の形成 

乳幼児期・ 学齢期など 早期に標準的支援を 行う こ と が、 強度行動障害の予防に繋がる  

ラ イ フ ス テージを 通じ 共通する 支援技法や特性など 、 共通理解を 形成し ていく ための研修が必要である  

 

資料２



 

 ポイ ン ト 2 ： 強度行動障害のある 児者への支援体制 

サービ ス 管理責任者等の管理者や強度行動障害支援者養成研修（ 基礎・ 実践） 修了者を 中心と し たチー

ム 支援体制が不可欠である 。 支援手順書や氷山モデルを 活用し た統一し た支援を 行う こ と が重要。 障害

者本人の安心や支援の質の安定だけではなく 、 支援者の孤立や燃え尽き 防止にも つながる   

 

 ポイ ン ト 3 ： 支援者を 育成する ト レ ーナー層の育成  

経験年数や個々の支援力に応じ た段階的な人材育成及びチームの体制づく り が必要である  。 中期的に  

は中級支援者層を 厚く し 、 地域の支援力の底上げを 図る ため、 OJ T やコ ン サルテーショ ン を 担う 地域の

人材育成が必要と なる  。  

 

4 . ま と め・ 実装に向けた役割分担と 支援体制の補足 

 人材育成を 階層別に整理し 、 研修情報など を 体系的に提供する 体制を 構築する こ と   

 中級支援者の層を 厚く する こ と を 中期的な取り 組みと し て、 OJ T やコ ン サルテーショ ン を 含めた実践的

な取り 組みを 行う こ と  。（ 座学での学びを 現場に落と し 込み波及さ せる ための仕組みづく り ）  

 強度行動障がい者支援施設等サポート 事業については、 一定の効果が確認さ れたも のの、 活用のし やすさ

や運営面の課題も 指摘さ れており 、 こ れま で述べた提案等を 踏ま えた検討を 行い、 人材育成の取組と し て

継続さ れる こ と が有効である 。  

 

(1 ) 事業所に求めら れる 視点  

 個人任せではなく チーム と し て統一し た支援を 行う こ と  

 支援手順書や記録を 、 支援を 支える ツ ールと し て継続的に活用する こ と  

 実直で継続的な実践と 、 困難時に相談でき る 体制づく り を 行う こ と  

(2 ) 関係機関と の連携に関する 視点  

 事業所、 学校、 医療機関、 相談支援機関等が連携し 、 支援が分断さ れない体制を 整える こ と  。  

 それぞれの強みを 活かし た役割分担と 情報共有を 行い、 単独で抱え込ま ないこ と  。  

 支援者同士が学び合い、 支え合う 人材ネッ ト ワ ーク を 構築する こ と  。  

(3 ) 市（ 行政） に求めら れる 視点  

 自立支援協議会等の場を 活用し 、 地域全体の支援体制の整理と 調整を 進める こ と  

 支援につながっ ていない本人・ 家族を 把握し 、 相談支援機関等と 連携し てフ ォ ロ ーする こ と  

 ラ イ フ ス テージを 通じ た切れ目のない支援が行われる よ う 、 福祉・ 教育・ 医療の連携を 図る 制度運用に

ついて周知・ 整理を 行う こ と  


